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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　その都度の車両加速度の評価と共に異なる走行状況を考慮して自動車両の質量を算定す
るための方法であって、回転力、空気抵抗、転がり抵抗、斜面従動力から結果として生じ
るその都度の抵抗力と、追加的に車両・摩擦制動機における制動力とが、車両・駆動ユニ
ットの駆動力の他に考慮される前記方法において、
　多数の異なる走行状況が評価され、個々の結果が各々記憶され、全体としての質量値に
まとめられること、及び、
　ａ）制動力が、制動ライニングと制動ディスクなどの間で査定される摩擦係数を考慮し
て各々の制動圧力から算定され、摩擦係数の査定のために、制動力を伴わない車両の加速
過程の評価から車両質量が想定され、この車両質量に基づき、使用できる信号品質のため
の枠条件を満たす引き続く制動減速から、制動機の摩擦係数が査定されるか、又は、
　ｂ）制動力（ＦBrems）が、制動過程中に進められた距離（Weg）との比較から、次の公
式を使って算定されること

【数１】

　（ｍは車両質量を表わし、Δｖは制動時に達成された速度変化を表わす）
を特徴とする方法。
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【請求項２】
　タイヤと車道との間で特記すべきスリップを伴わない制動過程だけが考慮されることを
特徴とする、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　全体としての質量値を算定する際に、異なる走行状況が異なってウェイト付加されるこ
とを特徴とする、請求項１又は２に記載の方法。
【請求項４】
　車両内に設けられている縦方向加速度センサを用いて水平方向に発生する加速度が決定
され且つ車道方向に発生する加速度に対して関係付けられることにより、斜面従動力を考
慮するためにその都度の車道勾配が算定されること、及び、
　追加的に、適切なセンサ機構を用いて決定可能である車両ボディのピッチ角度が考慮さ
れることを特徴とする、請求項１～３のいずれか一項に記載の方法。
【請求項５】
　その都度の車道勾配及び／又は制動過程中に進められた道程距離が車両ナビゲーション
システムから算定されることを特徴とする、請求項１～４のいずれか一項に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、その都度の車両加速度の評価と共に異なる走行状況を考慮して自動車両（モ
ータビークル）の質量を算定するための方法に関し、この際、回転力、空気抵抗、転がり
抵抗、斜面従動力から結果として生じるその都度の抵抗力が車両・駆動ユニットの駆動力
の他に考慮される。技術環境は特許文献１の他に特に特許文献２に示されている。
【背景技術】
【０００２】
　例えば、開発中の統合的なシャーシ制御システムにとって、車両の現在質量或いは現在
重量に関する情報を所有することは望ましい或いは必要なことであり、このことは乗用自
動車においてもそうである。当然のことであるが所定の車両の全重量は、積載状態と、特
に燃料貯蔵容器の充填状態とに依存し、比較的広範囲に渡って異なり得る。車輪懸架装置
に適切に装着される力測定センサを用いて車両重量を決定するという一瞥して最も簡単な
解決策は、標準装備においては特にコストの理由で実現不可能である。同様のことが、車
両がそもそも空気バネシステムで装備されている場合には車両・空気バネシステム内の圧
力測定に関しても当てはまる。
【０００３】
　例えば特許文献１及び２からは他の公式が知られているが、この公式は、商用自動車両
、即ちトラックなどのためだけに試されたものである。特許文献２では、車両の第１加速
度値並びに第２加速度値が検知されることにより、駆動ユニットが装備されている商用自
動車両の質量値であって車両質量を表す質量値が算定される。それらの加速度値は第１時
点及び第２時点における車両加速度を表し、それらの時点では駆動力又は駆動モーメント
を表す駆動値も検知される。その後、検知された加速度値と検知された駆動値に少なくと
も依存し、少なくとも１つの第１走行抵抗値及び第２抵抗値が決定される。この際、車両
質量値の算定は、少なくとも、決定された第１走行抵抗値又は第１質量査定値と、決定さ
れた第２走行抵抗値又は第２質量査定値とを比較することに依存して行われる。この比較
により車道傾斜が認識され、それによりこの車両傾斜に起因する不正確な質量決定が回避
される。
【０００４】
　特許文献１では、牽引車両及び付随車或いはトレーラの車輪に作用する操作可能な制動
装置を備えた、牽引車両及び付随車或いはトレーラを有する商用自動車両における車両質
量が、同様に車両加速度を介して算定される。制動装置の操作以前の車両加速度を表す第
１加速度値と、制動装置の操作以後の車両加速度を表す少なくとも１つの第２加速度値が
検知される。その後、車両質量或いは車両質量を表す信号が、算定された第１加速度値及
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び第２加速度値に依存して算定或いは生成される。
【０００５】
　公知のこの質量算定法又は質量査定法が比較的重い商用自動車両のためだけに試されて
いるという事実から、これらの方法が比較的不正確に働くということ、即ちこれらの方法
が測定結果に比較的大きなばらつきを有するということが推測され得るが、このことは、
空車重量と積載重量が互いに極めて異なる重い商用自動車両では許容され得る。しかしこ
の種の方法は乗用自動車において遥かに正確な結果を提供すべきであり、その理由は、そ
うでなければこの種の計算が実際には実施される必要がなく、空車重量並びに平均的な積
載状態から形成される近似値が単に使用されることになるためである。
【０００６】
【特許文献１】ドイツ特許出願公開第19724092号明細書
【特許文献２】ドイツ特許出願公開第19728867号明細書
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　従って本発明の課題は、十分に正確な質量査定が、実際には既に車両内にある情報或い
は適切なセンサ評価又は信号評価により獲得され得る情報からのみ可能とされるように、
請求項１の前提部に記載した自動車両の質量を算定するための方法を改善することである
。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　前記課題の解決策は、同じ公式内で追加的にその都度の制動力が考慮されることにより
特徴付けられている。その際、多数の異なる走行状況が評価されると特に良好な結果が達
成され、この際、個々の結果は各々記憶され、全体としての質量値にまとめられる。この
際、提案されたこの方法は、個々の結果が異なってウェイト付加される即ち加重されると
更に詳細なものとなり得る。他の有利な構成は、他の下位請求項の内容である。
【０００９】
　本発明に従い、実際に車両の全走行状態が特に全体としての公式の評価（求値）のため
に援用され得て、この全体としての公式を使って車両質量が決定され得る。特に（水平）
面内の正の加速度だけでなく、負の加速度、即ち制動減速過程も考慮され得る。特に、斜
面従動力の作用下の評価も可能であり得て、即ち、車両が（水平）面内ではなく上方（上
り坂）又は下方（下り坂）に移動される場合である。対応する上り勾配又は対応する下り
勾配、即ち水平面に対する傾斜角度を算定するための好ましい方法は、以降の段落で更に
説明する。
【００１０】
　少なくとも僅かな時間間隔の間、準定常状態が存在する場合、特に、実質的に一定の車
両加速度（この車両加速度のもとでは測地学上の鉛直方向における車両の加速度をも理解
され得る）を有するような準定常状態が存在する場合には常に所謂全体としての公式を使
って車両質量或いは車両質量を表す値が計算され得る。それにより、最短時間内で、特に
この時間内では車両質量が格別には変化し得えなかったものであり、車両質量のために獲
得された多数の値が使用可能とされる。その際、これらの値は適切に更に処理され、最も
簡単なケースでは、車両質量のための比較的精密な査定値を得るために平均化される。
【００１１】
　算定結果の質を向上するためには、異なる走行状態が、異なる強さでウェイト付加され
、全体として計算される車両質量の算定に取り込まれ得る。例えば、車両が正の加速度を
達成する走行状態は、少なくとも、駆動ユニットが完全にランインされた場合、即ち、駆
動ユニットが過度の摩擦損失をもはや伴わず且つそれによりその通常の効率が達成された
場合、制動減速過程であって、特に、制動ディスクと制動ライニングとの間の摩擦係数の
大きさが例えば高温が原因で不確かである場合の制動減速過程よりも、より強くウェイト
付加されるように考慮され得る。逆に、駆動ユニットがまだ完全にはランインされていな
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い場合には、この駆動ユニットに起因する正の加速度から獲得される結果は、例えば、斜
面従動力の結果として得られる正の車両加速度により獲得される車両質量の結果よりも、
小さくウェイト付加され得る。
【００１２】
　従ってウェイト付加においては、他の影響パラメータと関連して駆動ユニットや変速機
の効率に影響を及ぼす、これらの駆動ユニットや変速機の稼動温度のようなファクタも、
基本的に考慮され得る。ウェイト付加の他の観点はその都度の現在走行状況であり得て、
その理由は、評価可能な期間、及び、発生する鉛直方向動特性、縦方向動特性、並びに横
方向動特性に応じ、査定の信頼性が変わるためである。ウェイト付加に対する影響を有す
る他のファクタはカーブ半径及び走行動特性制御システム（ドライブダイナミックコント
ロールシステム）の使用である。
【００１３】
　車両全質量は、詳細において、出発点としての計算方法を表す次の公式により査定され
得る：
【００１４】
【数２】

【００１５】
　この際、「Ｆ」は力を表し、「ｍ」は車両質量を示し、「ａeff」(eff：有効)は車両の
有効加速度を表す。車両・駆動ユニットの駆動力は「ＦMotor」(Motor：機関)であり、有
効回転力は「Ｆrot」(rot：回転)に含まれ、車両の空気抵抗は値「ＦLuftwiderstand」(L
uftwiderstand：空気抵抗)で考慮される。車両の転がり抵抗は「ＦRollwiderstand」(Rol
lwiderstand：転がり抵抗)を介して上記の公式内に取り込まれ、更に、斜面従動力は項「
ＦSteigung」(Steigung：勾配)を介し、その都度の制動力は「ＦBrems」(Brems：制動)に
より考慮されている。
【００１６】
　上記の公式は以下のように置換される：
【００１７】

【数３】

【００１８】
　この際、加速度「ａeff」の代わりに車両速度「ｖ」の時間微分が置かれていて、「ｃR

oll」(Roll：転がり)は車両の転がり抵抗係数を表し、「ｇ」は重力加速度（9.81ｍ／ｓ
２）を表す。重力加速度と同様に転がり抵抗係数「ｃRoll」は一定のものとして（実質的
にタイヤの取り付けの形式に依存せずに）見ることができる。最後に角度βは、車道の傾
斜角度を示し、従って斜面従動力或いは力「ＦSteigung」を表し、即ち、正の上り勾配に
おいても、βに負の値が置かれる下り勾配においてもである。
【００１９】
　走行状況に応じて勾配抵抗並びに制動力も決定されて考慮され、様々な（異なる）走行
状況が他の結果を保護するために利用されるという点で、前記の公式は公知の従来技術に
対して新しいものである。出来るだけ全ての発生状況を評価することにより、及び、場合
により引き続く、多少なりとも有利な走行状況の（適切なウェイト付加ファクタを用いた
）異なるウェイト付加を評価することにより、公知の従来技術におけるよりも、車両の質
量査定に関してより高い正確性と信頼性が達成可能である。従って、出来るだけ多くの測
定から各々最善の結果を互いに比較し、これらの考察から車両質量のためにより良い結果
を取得することが提案される。
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【００２０】
　上記の全体としての公式に対応して有効な力に関して言えば、現在製造されている多く
の乗用自動車において駆動力「ＦMotor」は既に電子的な車両・搭載ネットワークを介し
て読み出し可能である。この際、駆動ユニットの引張力（牽引力）は以下のように計算さ
れる：
【００２１】
【数４】

【００２２】
　MD_Ind：駆動ユニットの現在トルク（例えば最大値の％で表す）
　MD_Reib：損失モーメント（例えば％で表す）
　MD_Norm：各々のユニットタイプの最大トルク
　ｎges：全ギヤ比＝ｎGetriebe・ｎHA-Getriebe

　ｅｔａges：変速機(Getriebe)とリヤアクスル歯車装置(HA-Getriebe)の効率
　ｒRad：車両の車輪(Rad)の半径であり、この際、ここでは正確な測定のために所謂タイ
ヤの拡がりが車両速度に依存して考慮され得る。
【００２３】
　車両が自動シフト変速機を装備している場合、通常、特別な搭載ネットワーク信号が存
在し、この搭載ネットワーク信号は、現在効率を有するその都度の現在ギヤ比のための情
報を含んでいて、この際、変速機の効率は、例えば、伝達すべきモーメント、入力回転数
、並びに稼動温度に依存する。その際、最も重要なパラメータは特性マップから知られて
いる。周知のごとくデファレンシャルにおいて効率は追加的にモーメント分配により減少
し、それによりここでは最も高い効率は水平状態の車道上の直進走行の場合に達成される
。
【００２４】
　上記の公式の回転力「Ｆrot」は、その都度に有効なギヤ比と慣性モーメントを査定す
ることにより獲得され得る。つまり、回転質量を加速するためには以下の力が費やされる
必要がある：
【００２５】

【数５】

【００２６】
　この際、全慣性モーメントＴgesは、個々の慣性モーメントから、その都度のギヤ比の
二乗と掛け合わされて構成され、つまり例えば以下のように表される：
【００２７】

【数６】

【００２８】
　この際、駆動トレイン内の慣性モーメントは様々な車両タイプに対して知られている；
様々なタイヤサイズや車輪によるずれは無視され得る。Ｔgesのための値は、駆動ユニッ
トのモーメントの符号に応じ（駆動又は惰行運転）異なって計算される。
【００２９】
　空気抵抗或いは対応する力「ＦLuftwiderstand」は車両においてサイズレンジで知られ
ていて、或いは、周知の空気抵抗係数、周知の車両前面、並びに現在車両速度を使って計
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算可能であり、この際、より大きなエラー可能性は、より低い速度領域に（例えばほぼ70
ｋｍ／ｈに）制限することにより排除され得る。このことは、より高い速度領域内の、ル
ーフラックによるエラー又は向かい風或いは追い風によるエラーをも回避させ、その理由
は、周知のごとくその力が速度「ｖ」の二乗に比例するためである。
【００３０】
　この関連で指摘すべきこととして、車両の空気抵抗が走行動特性から決定され得るとい
うことが挙げられる。つまり、例えば、追加的な制動力を伴わずに高速で且つ駆動ユニッ
トの極めて僅かなモーメントで下り走行を行う場合、先ずは空気抵抗だけが「制動」し、
そのために目標値との比較が可能である。この際、この効果は、より長い時間間隔に渡り
且つ全ての方向に渡っても生じることになり、即ち例えば向かい風による障害を伴わずに
である。これからその際には例えばルーフ積載荷重が認識され得て、或いは、他の走行状
況に対するｃw値の適用が一般的に可能であり、更には自動車両の重心高さの極めて大ま
かな推測が可能である。
【００３１】
　因みに、前々段落で提案されたより低い速度領域への制限は、この速度領域内では転が
り抵抗もほぼ一定であり、従って車両／乗用自動車で起こり得る標準タイヤの取り付けに
ほぼ依存しないという他の長所を有する。因みに、明らかに増加された転がり抵抗は、例
えば車道上の雪に起因し得て、個々の車輪間の車輪回転数比較から認識され得る。このこ
とは、その際には、対応的な質量算定のための上記のウェイト付加ファクタが極めて小さ
い値に設定されるケースであると言える。
【００３２】
　この関連で更に言及されるべきこととして次のことが挙げられる。即ち、十分に長い変
速機・シフト待ち時間の評価が、比較的低い車両速度であってこの車両速度の間には駆動
力「ＦMotor」が作用しない車両速度の場合に、特に斜面従動力、即ち車道傾斜（上り勾
配又は下り勾配）を知ることにより、現在転がり抵抗と現在空気抵抗の合計のための確か
に大まかではあるが少なくとも十分に正確な情報を可能とするということであり、それに
より、対応する値がそれに続く計算のために記憶され得る。因みに車輪回転数信号のロー
パスフィルタリングの遮断周波数は評価すべき状況に適合され得て、このことは、減少さ
れた精度で、比較的短い走行状況の評価をも可能とする。
【００３３】
　上り勾配抵抗（或いは下り勾配、即ち一般的に走行方向における車道傾斜）から結果と
して生じる、上記の全体としての公式の斜面従動力「ＦSteigung」に関して言えば、車道
勾配又は車道傾斜は、車両内に設けられている縦加速度センサを用いて比較的正確に算定
され得る。この種の縦加速度センサは、水平方向に発生する車両の加速度を決定し得る。
他方では、車両・車輪・回転数の変化速度から、車道方向に発生する車両の加速度が容易
に決定され得る。これらの両方の算定された加速度（負又は正であり得る）が互いに関係
付けられると、これから、走行方向における車道傾斜（上り勾配又は下り勾配）従って上
記の傾斜角度βが容易に決定可能である。
【００３４】
　この結果の精度は次の場合に向上され得る。即ち、追加的に、適切なセンサ機構を用い
て決定可能である車両ボディのピッチ角度がシャーシに対して考慮される場合である。対
応するセンサ機構は既に標準装備として全ての車両／乗用自動車に設けられていて、これ
らのセンサ機構はエアサスペンションか又はキセノンヘッドライトと共に装備されている
。これらのセンサ機構を使い、勾配信号からのピッチ角度エラーが補整され得る。このこ
とは特にコンフォータブルに調整されている車両サスペンションにおいて信頼性のある勾
配認識に関して推奨され、それに対し、このことはサスペンション調整が極めてタイトの
場合には必要ではない。
【００３５】
　特に、車道勾配を明確に考慮する可能性により、公知の従来技術に対し、再度明らかに
向上された改善が達成される。この際、この勾配認識は比較的有利に置換可能である。一
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度、勾配が知られているのであれば、現在走行状況に応じ、走行抵抗の他のパラメータに
対する推測が可能である。強い勾配における加速時にシャーシの歪みが強いことによる勾
配信号のエラーが認識され得て、それにより回避可能である。所謂勾配信号の評価は、特
に準定常走行状況がより長い場合に推奨され、その理由は、車両加速度とピッチ角度との
間に発生する相のずれがエラーを導き得るためである。
【００３６】
　更に勾配評価の大きな長所は、極めて低い加速度を有する走行状況も評価され得るとい
うことである；勾配が強い場合にはむしろ一定の走行速度を有する走行状況である。つま
り、面内のより小さな加速度の評価は、速度信号の平滑化後にも大きな不確実性を導くこ
とになる。更に、惰行運転における適合速度領域内のより長い走行状況は、傾斜信号との
関連でのみ信頼性をもって評価可能である。
【００３７】
　上記の全体としての公式の制動力に関して言えば、この制動力は、制動ライニング或い
はこの制動ライニングを移動させる制動ピストンとそれに付属する制動ディスクなどとの
間の力から決定可能である。そこで重要な摩擦係数を考慮し、車輪に作用する制動力が決
定され得て、この制動力から、制動ディスクにおける各々の制動モーメント、従って各々
の車輪における各々の制動モーメントが導出可能であり、それから、探求されている制動
縦方向力が得られ、この制動縦方向力は上記の全体としての公式では「制動力(Bremskraf
t)」と称されている。この制動力のための公式は以下のようになる：
【００３８】
【数７】

【００３９】
　ここで「ｐ」は液圧制動圧力であり、「ｒRad」は車両車輪の半径であり（場合により
車両速度ｖの関数である）、ＡK,VA或いはＡK,HAはフロントアクスル（VA：前車軸）或い
はリヤアクスル（HA：後車軸）における制動ピストンの面であり、μVA／μHAはフロント
アクスル或いはリヤアクスルにおける摩擦係数であり、ｒReibは各々の制動ディスク・摩
擦リングの半径である(Reib：摩擦)。
【００４０】
　この際、フロントアクスル（VA）及びリヤアクスル（HA）における制動機の効率のため
のファクタも考慮され得て、このファクタは通常は0.95から0.98のサイズレンジに位置す
る。より正確な査定のためには、例えばピストン復元リングにて行われる動作によるよう
な、制動装置内の僅かな圧力損失のための修正ファクタが有意義であり得る。
【００４１】
　特に将来的な電気液圧式制動システムでは、制動機の片効きを回避するために、車輪ご
とに正確な圧力信号「ｐ」が存在するであろう。それから、車輪制動機の摩擦係数のため
の査定値がある場合には、上記の公式により制動力が比較的正確に決定され得る。摩擦係
数μは、制動温度、以前の走行スタイル、制動ディスク或いは一般的には制動システムの
摩擦ペア上で可能なコーティングに依存する。因みに、将来的な新形式の制動機システム
においても、例えば電気機械的なべースにより、そこで必要とされるライニングの供給力
及びそれらの摩擦係数から制動力が査定され得る。例えば渦電流型制動機又はリターダの
ような選択的な制動システムにおいても制動力が査定され得て、それ故、一般的に制動力
は、車両内に設けられている１つの又は複数の制動システムに関する現在稼動データから
査定され得る。
【００４２】
　因みに、制動力の考慮により、不正確或いは間違った結果を導いてしまう走行状況も排
除され得て、これは、例えば既に説明したウェイト付加或いは対応するウェイト付加ファ
クタを使ってである。つまり、例えば、恐らくは制動機が熱い或いは過熱されている場合
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、又は、例えば先ずは制動ディスクのドライブレーキングが行われる制動過程の初期段階
にある場合などが考慮され得る。
【００４３】
　従ってより長い期間に渡る摩擦係数の変動だけが考慮される必要がある。それらの変動
を掌握するためには、加速過程（制動力を伴わない）又は制動距離査定の良好に使用でき
る評価から車両の質量が想定され得る。その後、良好に使用できる信号品質のための枠条
件を満たす、それに引き続く制動減速から、制動機の摩擦係数が査定される。従ってその
際にはコンフォート領域内の制動減速も質量査定のために評価可能である。
【００４４】
　この際、上記の方程式により、運転者が連結解除したか否かは問題ではない。手動変速
機及び自動変速機のために搭載ネットワーク内にはいずれにせよ、駆動ユニットと車両・
駆動車輪との間の力伝達が行われるか否かの情報が存在し、その結果、それから回転力の
高さが常に査定可能である。制動力と比べ、この寄与分は、速度がより高い場合又は減速
が著しい場合にはいずれにせよほぼ無視することができる。従って制動機の摩擦係数は車
両の次の走行のために開始値として記憶される。例えば新たな制動機の組み込み又は制動
機・摩擦ペアにおける錆の層のような明らかな変化は、車両速度が低い場合の制動から確
実に認識され得る。この関連で言及すべきこととして、例えば車両検査の枠内で車両質量
の値が測定され、システムに入力され得るということが挙げられる。その際、引き続く短
期の試運転時に、制動機の摩擦係数が信頼性をもって決定されて記憶され得る。
【００４５】
　説明した制動減速の評価は既にコンフォート領域内で使用できる結果を提供し、その結
果、制動の評価は、無視することのできないスリップ値を伴う制御システム（ＡＢＳなど
）の作動閾値の近くでは有意義ではない。更にここでは、車両アクスル間の正確な制動力
分配の他に、タイヤと車道との間の非周知の摩擦係数が考慮される必要がある。つまり、
所謂コンフォート制動領域上に制限することにより、制動力は、制動ライニングと制動デ
ィスクなどの間で査定される摩擦係数を考慮して各々の制動圧力から算定され得て、それ
により、有利には、タイヤと車道との間で特記すべきスリップを伴わない制動過程だけが
考慮される。
【００４６】
　因みに制動力は、制動過程中に進められた距離との比較からも算定され得る。即ち、先
ずは、特記すべきスリップを伴わないコンフォート領域内の制動において、距離信号との
比較、即ち制動時に進められた距離との比較を介し、まだ決定していないパラメータの推
測が可能であり、即ち次の公式に従うものである（ここでWegは距離を表す）：
【００４７】
【数８】

【００４８】
　この関連では次のことが指摘されるべきである。即ち、付属する距離測定がスリップを
伴わずに車両ナビゲーションシステムからの位置決定を介しても行われ得て、この際、特
に人工衛星制御式でも作動し得るこの種のナビゲーションシステム（「ＧＰＳ」）を介し
て十分な高解像度を達成することで、むしろ、制動過程から査定された結果を最適化する
ためにスリップ修正が置換され得る。因みに、十分に正確な車両ナビゲーションシステム
を用いた上記の方法に対して選択的に又は追加的に、その都度の車道勾配も算定され得る
、或いは、その際には現在車道勾配（上記の角度β）がナビゲーションシステムから知ら
れている。その後、この情報を用い、車両内の勾配信号が調整され、場合によっては修正
され得る。正確な車道勾配を知ることにより、更に、上り勾配又は下り勾配において面内
で獲得された質量査定値との関連で、自動車両の現在重心高さの大まかな逆推測を行うこ
とが可能であり、これは、シャーシ調整（個々のバネ特性曲線）が車両・搭載ネットワー
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【００４９】
　従って全体として、互いに実質的に依存しない少なくとも２つの複数の質量査定値が使
用可能であり、このことは、周辺条件を考慮した対応する信号の信頼性を公知の従来技術
に比べて明らかに向上させる。例えば第１質量査定値は、例えば高速道路進入中の水平面
における、より長い一定加速度の枠内で算定され得る。車両質量のための第２査定値は、
例えば、一定の車道傾斜を走行する場合（特殊ケースではそれと関連する速度変更を伴わ
ない）に算定され得る。車両質量のための第３査定値は、例えば、特殊ケースで一定の減
速を伴う制動減速の際に算定される。これらの全ての査定値及び他の査定値は、車両の質
量のために出来るだけ正確な結果を達成するために、適切に考慮され、場合により異なる
強さでウェイト付加され、互いに適切に比較され得る。
【００５０】
　因みに、駆動力査定の信号品質に応じ、制動からの査定における又はその逆におけるオ
フセットが走行のために修正され得る。この相互の修正は有利であり、その理由は、例え
ば、通常の乗用自動車における５％にすぎない駆動ユニットの駆動モーメントのエラーが
ほぼ１５０ｋｇ分の質量査定のずれを導き得るためである。類似する許容差が、減速を評
価するための制動機摩擦係数にも当てはまる。最善の調整可能性は、駆動モーメントが僅
かにすぎず、非制動が短期間だけであるという、より大きな下り勾配における走行状況か
ら得られ、その理由は、ここでは加速力として一定の地球引力だけが作用し、駆動部及び
制動機の他のパラメータをほぼ無視することができるためである。
【００５１】
　そのようにして見つけられた質量査定値は、車両の搭載ネットワーク内にある追加的な
信号を介して妥当化され得る。例えば、車両は、その空車重量と燃料充填レベルと車両運
転者の最低重量とを足した合計よりも軽いことは有り得ない。着席検知装置を用い、他の
乗客又はチャイルドシートも考慮され得る。同様に搭載ネットワーク内では、付随車が引
かれているかどうかが容易に認識可能である。しかしこの場合には車両と付随車のペアの
全質量のための大まかな値だけが査定され得て、その理由は、付随車の全固有値が広範囲
に渡ってばらつき得るためである。この結果と、空車重量と充填レベルと着席情報からの
車両重量の査定との差は、低い速度領域内の加速度測定において車両付随車の質量のため
の少なくとも大まかな信号を提供する。
【００５２】
　これらのデータを使い、より高い車両速度において、空気抵抗及び転がり抵抗のための
大まかな修正ファクタも獲得され得る。操舵角度又は車両ナビゲーションシステムのデー
タを考慮することは、追い風又は向かい風による大まかなエラーの回避を可能にする。因
みに本発明による評価は、狭いカーブを通過する場合には、複数の追加的な影響パラメー
タのために、少なくとも現在においてはあまり有意義ではない。重要なことは、説明され
た質量査定が連続的に実行される、即ち、認識可能なオフセットを差し引いた頻度最大値
が車両質量の最も推定される値に対応するように質量査定が進行し得るということであり
、この際、更に指摘すべきこととして、特許請求項の内容を逸脱することなく、多数の詳
細が上記の説明とは異なって構成され得るということが挙げられる。
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